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研究成果の概要（和文）：東日本大震災における障害児者の避難状況を震災記録を用いて分析した結果、被災3
県に共通点が見いだされた。災害時は、健常者との接触を突然行う必要が生じ、その接点が避難所、それを経由
した福祉避難所である。接点と交わる前後、すなわち避難所に行こうとする時、避難所に居る時、避難所から退
避した後、彼らはニーズの表明が困難となり、結果としてニーズが潜在化し、障害児者が消えたかのような現象
が起きていた。潜在化したニーズを救い上げられるのは、災害前利用のあったサービス、行政、地域住民とのつ
ながりであるが、それらが薄い場合はニーズが潜在化したままになる。これらの特徴は熊本地震や能登半島地震
でも見いだされた。

研究成果の概要（英文）：As a result of analyzing the evacuation situation of individuals with 
disabilities during the Great East Japan Earthquake using earthquake disaster records, common points
 were found in the three affected prefectures. In the event of a disaster, there is a sudden need to
 make contact with able-bodied people, and the point of contact is an evacuation center and then a 
welfare evacuation center. Before and after interacting with the contact points, that is, when 
trying to go to the evacuation center, while staying there, and after leaving there, it becomes 
difficult for them to express their needs, and as a result, their needs become latent, and they 
appear to have disappeared. Something like this was happening. Latent needs can be rescued by 
connections with services that were used before the disaster, the government, and local residents, 
but if these are weak, needs will remain latent. These characteristics were also found in the 
Kumamoto earthquake and the Noto Peninsula earthquake.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
震災のたびに「障害児者が消えてしまった」かのような現象が報告される。この現象がいかなる背景で起きるの
か、東日本大震災を事例にして分析した。安心してニーズを表明することのできる関係性の構築、ニーズを救い
上げることのできる資源について論じ、今後の障害児者の震災対策への活用をめざした。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 日本は世界有数の地震国である。これからも巨大地震の発生が予測されているが、特に災害時
要援護者の防災策についてはいまだ課題が多く、問題点を詳細に分析することが求められてい
る。 
避難所、福祉避難所は重要な防災資源であるが、十分機能を発揮できなかったことが繰り返し

指摘されている。震災がおきるたびに同じようなことが何回も起きているがが、その検証が十分
ではなかった。 
そこで、本研究では、災害時要援護者、中でも障害児者の被災状況について、避難所と福祉避

難所に焦点をあてて分析を行う。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、東日本大震災を事例として、障害児者にとって、避難所と福祉避難所がどのよう
な問題をもっていたかについて、震災記録の分析から検証を行うことを目的とした。 
さらに、東日本大震災を事例にして得られた問題構造の枠組が他の震災において適用できる

のかについても分析し、今後の震災において起きうる問題について検討する資料を得ることを
目的とする。 
 
３．研究の方法 
 東日本大震災における被災３県の震災記録を保管した震災文庫の訪問し、あるいはインター
ネット上に公開されている資料も広く収集し、東日本大震災において障害児者がどのような状
況に置かれていたか分析し、解釈を行った。 
 東日本大震災以降に起きた熊本地震、能登半島地震についても資料を収集し、東日本大震災に
おいて抽出した問題構造の枠組が適用できるかについて検討を行った。 
 
４．研究成果 
 東日本大震災において、障害児者がどのような避難行動をとり、どのような被災状況であった
かについて、宮城県、岩手県、福島県の震災記録を分析した。その結果、3県の障害児者に、共
通して「障害児者が消えてしまう」という状況が報告されていることを見出した。その状況につ
いて、障害児者のもつ「ニーズ」との関連からみていった。 
災害時、障害児者は、それまで限られていた健常者との接触を、突然、行わなければならなく

なる。その接点となるのが避難所である。接点と交わる時、すなわち、接点に行こうとした時、
接点にいる時、あるいは接点から退避した後も、彼らはニーズの表明が困難となり、「障害児者
が消えた」かのような現象が報告された。 
彼らが避難所という接点に避難しようとするときには、周囲の助けが必要になる。しかし彼ら

はその助けを求める声を出せずに、自宅から離れられないケースが多く存在した。また、避難行
動をとることができて、避難所に行ったとしても、バリアフリーでない環境、あるいは周囲の人
との関係性から、新たな困難が生じたが、彼らはそれを訴えることができなかった。避難所に居
続けることができず、出て行き、そのあと避難所を転々としたり、自宅に戻ったりしたが、在宅
避難している彼らは、そこでもニーズを表明することができず、あるいは行政にも把握されずに、
支援を受けにくく、安否確認もとれない状況が発生していた。 
このような状況の根底には、障害児者の「ニーズの表明の困難」と「ニーズが潜在化」が読み

取ることができる。障害児者が健常者との接点である避難所に「避難する必要がある」というニ
ーズを自覚しても、彼らは「ためらい」や「あきらめ」のために、周囲の他者にニーズを表明す
ることが難しかった。仮にそこでニーズを表明でき、避難所に避難しても、バリアフリーな環境
でないために新たなニーズが生じる。しかし彼らは「ためらい」や「あきらめ」のためにそれを
表明することは難しい。その結果、彼らは避難所を立ち去って、その後の形跡が消え失せたかの
ようになり、彼らのニーズは潜在化することになる。 
また、いずれの被災県においても、福祉避難所はそもそもの設置も不十分であり、アナウンス

も十分されておらず、あるいは一次避難所を経由しないとたどりつけないというシステムゆえ
に、障害児者にとってはアクセスの困難な資源であった。その意味で、福祉避難所が障害児者の
ニーズを救い上げることは難しかった。 
熊本地震においても、そして能登半島地震での震災記録はまだ十分出てきてはいないが、見れ

る限りのものを見ても、同じような状況が発生している。健常者との接点に交わろうとする時に、
ニーズの表明の困難、またそれが進行してニーズが潜在化していく現象が読み取れた。 
潜在化したニーズを救い上げるのは、災害前につながりのあったサービス資源、当事者団体、

行政、地域住民とのつながりである。しかし、もともとサービスが停滞していたり、利用してい
なかったり、あるいは個人情報保護のために安否確認が停滞したり、地域住民とのつながりが薄
い場合は、ニーズが救い上げられにくく、潜在化したままになることが読み取れた。 
障害児者の「ニーズの表明の困難」とそこから「ニーズが潜在化」していく中、「障害児者が



消えてしまった」かのような現象が震災のたびに起きていた。このことを防ぐために、まず安心
して「ニーズを表明できる関係」、潜在化しようとする「ニーズを救い上げる関係」の存在の必
要性を考察した。 
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